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ば、NTT の分離分割問題が主たる関心となる中での NTT の企業戦略の再
構築による。当時、NTT がネットワークを持っていることは、郵政省をは
じめとする分離分割推進論者への論拠を与えるものであった。これに対し


















































































































































































理解となっている（加藤・境家・山本 2014；久米 2013）25。第 1 に、その
差異を従属変数として理解するものである。差異法、あるいは、MSSD
（Most Similar Systems Design）として理解され、類似した複数の事例に
おける独立変数としての差異が異なる帰結をもたらすことを説明する。第
2 に、その共通性を従属変数として理解するものである。一致法、あるい

























































































































みると、1980 年代・90 年代（図 10）に比べて、2000 年に入った頃より明
らかな変化を観察することができる。すなわち、規制の量の増加傾向の中
で、2000 年代前半に、再規制の量的増加における「ジャンプ」を見て取
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1981 年（昭和 56 年）3 月 第二次臨時行政調査会（土光臨調）発足
1988 年（昭和 63 年）12 月 「規制緩和推進要綱」を閣議決定
1993 年（平成 5 年）12 月 経済改革研究会が通称「平岩レポート」を公表
1995 年（平成 7 年）4 月 行政改革委員会に「規制緩和小委員会」を設置
1998 年（平成 10 年）1 月〜
2001 年（平成 13 年）3 月
行政改革推進本部　規制改革（緩和）委員
会
2001 年（平成 13 年）4 月〜
2004 年（平成 16 年）3 月 総合規制改革会議
2004 年（平成 16 年）4 月〜
2007 年（平成 19 年）1 月 規制改革・民間開放推進会議
2007 年（平成 19 年）1 月〜
2010 年（平成 22 年）3 月 規制改革会議












































































































































報告書 6』（2006）をもとに作成。同様に、1995 年を基準値としての 1 とし














準値としての 1 として、0 に近いほど規制が弱いことを示し、逆に 1 に近付
くほど規制が強くなることを意味する。





















30 1980 年代から 1990 年代終わりまでの規制の変化に関しては、総務庁『規制
緩和白書』1998 年 8 月を参照して、作成。
31 1980 年代から 1990 年代終わりまでの規制の変化に関しては、総務庁『規制
緩和白書』1998 年 8 月、2000 年代以降の規制の変化に関しては、総務省行






について』平成 25 年 3 月を参照して、作成。
34 同じく、総務省行政評価局『許認可等の統一的把握の結果について』平成
25 年 3 月を参照して、同期間の規制の量的増減を把握して作成。
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